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●経営改善進捗のご報告
●これまでの実績
●新たな取り組み

長崎市内で1番高い山は「八郎岳」という山で、標高が 590メートルあり、稲佐山より150メートルも高く、九州百名山の一つなのです。
山頂からは全方向に展望が開け、長崎市内のほとんどの山が眺望でき、また半島に位置しているため眼下には海も広がります。
私は出身地が近く、中学の頃は鍛錬遠足のコースでもあり、これまでも何度も登ったことがあり、その眺望はおススメです。頂上までは比
較的歩きやすいので、皆様も八郎岳からの眺望を楽しんでみてはいかがでしょうか。もちろん、安全管理や事前の準備は忘れずに。

編 集 後 記

ご契約いただいている土地について、相
続等により所有権の移転が発生した場合、
または住所変更された場合は、林業公社
へご連絡ください。

お 願 い

　平成 17 年７月の創刊から年に１回のペースで、平成 24 年の第９号ま
で刊行しておりましたが、現在まで休刊となっておりました。情報誌とし
て継続的な発刊ができませんでしたこと、誠に申し訳ありませんでした。
　契約者への情報発信である「林業公社だより」については、今後継続的
に発刊してまいりますので、今後ともよろしくお願いいたします。
　「林業公社だより」に関するご意見・ご要望・ご感想などがございまし
たら、ぜひお聞かせください。

お 詫 び
〒854-0063 諫早市貝津町1122-6
TEL0957-25-0346　FAX0957-25-0347

本社事務所

〒817-8520 対馬市厳原町宮谷224
TEL0920-52-0551　FAX0920-52-0884

対馬事務所

〒857-0312 北松浦郡佐々町市場免3-3
TEL0956-62-2816　FAX0956-62-2816

県北事務所

新たな取り組み
　適切な森林経営などの取り組みによる、CO₂などの温室効果ガスの排
出削減や吸収量を「クレジット」として国が認証するJ-クレジット制度におい
て、平成28年３月22日に、二酸化炭素吸収量（J-クレジット）約4,000t-CO₂
の認証を受けました。
　このJ-クレジット販売収益で「森林整備促進基金（資産）」を創設し、森
林整備費用として活用する取り組みを始めました。
　現在まで、この取り組みにご賛同していただいた企業と、協定の締結等
を行い、相互に連携し実施することで、環境対策への取り組みを推進して
おります。
　なお、平成28年５月に開催されたG7伊勢志摩サミットで、エネルギー消
費に伴う温室効果ガスの排出をオフセットするCO₂ゼロサミットへの取り組
みに協力し、感謝状が贈られております。 カーボン・オフセットの仕組み

協定の締結式（写真左：加藤理事長  同右：伊万里木材市場 林社長）

長崎県林業公社の組織体制
●社員 26 団体（県及び県下自治体を含む）
●理事 13 名（常勤理事１名）　●監事２名　●会計監査人２名（公認会計士）
●事務局 総務課３名
 業務課６名
 対馬事務所５名
 県北事務所１名 計 15 名（平均年齢 44 歳）

緑を育み県土を守る
林 業 公 社



　平成 17 年に策定（平成 22 年見直し）した「第６次経営計画」は、策定から 10 年以上が経過し、森林・林
業を取り巻く環境の変化は大きく、新たに創設された補助制度の活用や、平成 23 年に発表された森林・林業
基本計画に則した森林施業のあり方等を踏まえた、新たな長期経営計画を策定することが望ましい状況とな
り、平成 29 年２月、長期経営計画である「第７次経営計画」を策定し、林業公社役職員一丸となって経営改
善に取り組んでおります。
　なお、分収契約の変更では、引き続き契約期間の延長及び分収割合の変更について、公社職員が直接説明
に伺いますので、ご協力お願いいたします。
　これまでにご理解、ご協力いただいた実績は次のとおりです。

　人工林の多くは、いまだ間伐等の施業が必要な育成段階にありますが、伐採して木材として利用可能とな
るおおむね 46 年生以上（高齢級）の人工林は年々増加しつつあります。この高齢級の人工林は、平成 28
（2016）年度時点で管理面積の約６割となり、10 年後には９割にまで増加する見込みです。
　これらの高齢級化しつつある人工林は、引き続き適切な施業を行うことで、資源として本格的な利用が可
能となる段階を迎えます。林業公社の経営方針では、間伐・更新伐の繰り返しによる長伐期施業の実施で、
林分成長量の増加、及び森林のもつ多面的機能が持続的に発揮できる多様な森林づくりを目指しております。

　生産量の推移は、H18 年度が 5,100 ㎥であり、この 10 年間で約７倍の増加となっております。
　平成 28 年度における生産量は 38,100 ㎥であり、長崎県全体の生産量の約３割を占めております。
　主な販売先は、木材市場経由販売が 62％、直接取引販売が 38％でした。
　販売種目別では、建築用材 55％、チップ材 15％、バイオ材 23％、輸出材７％でした。
　なお、販売額は３億６千万円となり、分収金の交付は約９千万円となっております。
　増加する取引量に対応した販売先の確保のため、安定的な取引が可能なシステム販売を軸としながら、新
たな需要、販売先の開拓も進めているところです。

　林業公社はこれまで分収林事業方式により、県内民
有林人工林の約 12.3％を占める 11,200ha の人工林を造
成し、森林資源の充実はもとより、林業従事者の雇用
等地域経済の振興に大きく貢献してきました。
　また、造林地の適正な管理による水源かん養、二酸
化炭素吸収、国土保全などの公益的機能の維持推進に
大きな役割を果たしてきました。

分収割合

県内各市町の森林（針葉樹）における林業公社林の割合

（平成29年10月31日現在）

人工林面積（スギ・ヒノキ） 林齢構成（28 年度末）
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【これまでの実績（設立以後）】
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